令和８年　月　　日
長崎県知事　様　　　　　　　　　　　　　　　　
所在地　　　　　　　　　　　　　　　　
（申請者）名称　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者役職・氏名　　　　　　　　　　　

誓　　約　　書

　私は、サービス産業経営体質強化事業費　認定・ハンズオン支援制度への申請を行うに当たり、次の事項について誓約します。
　なお、必要な場合には、長崎県警察本部、市町や商工団体に照会することについて承諾します。

※  チェック欄（誓約の場合、□ にチェックを入れてください。）
□申請要件を全て満たしています。
□長崎県から検査・報告・是正のための措置の求めがあった場合は、これに応じます。
□業種にかかる営業に必要な許可等をすべて有しています。
□自己及び本事業実施主体の構成員等は、次のアからウのいずれにも該当するものではありません。
また、事業実施主体の運営に対し、次のアからウのいずれの関与もありません。
ア　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第４号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
イ　暴力団員（同法第２条第８号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
ウ　暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者その他知事が認めるもの
□事業等を行うにあたり、上記アからウに掲げる者（以下「暴力団等」という。）と契約を締結しません。
□暴力団等から不当な要求行為を受けた場合は、速やかに県に報告するとともに、警察に通報します。
□以下のいずれにも該当しません。
ア　一般に公正妥当と認められる会計処理の基準に従った決算書類を作成していない。
イ　直近決算で、売上高が１千億円以上又は資本金が10億円以上となっている。
ウ　東京証券取引所に上場している。
エ　宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体の統制下にある。
オ　県税、法人税（個人事業主の場合は所得税）、消費税及び地方消費税の滞納がある。
または、納税に関して、正式な猶予の手続き等を経ていない。
カ　会社更生法に基づく会社更生手続、民事再生法に基づく民事再生手続又は破産法に基づく破産手続を開始している。
キ　重大な法令違反がある。
ク　被告又は被告人として訴訟当事者となっている。
[bookmark: _Hlk204067930]ケ　役員が被告人として訴訟当事者となっている。
□申請に関する情報を市町、商工団体、その他県が必要と認める関係機関と共有することを承諾します。
□認定結果（事業者名および取組概要）について長崎県庁公式ウェブサイトにて公表されることを承諾します。
※　県では、長崎県暴力団排除条例に基づき、行政事務全般から暴力団を排除するため、申請者に暴力団等でない旨の誓約をお願いしています。
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